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那覇空港滑走路増設事業
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社会資本の整備

那覇空港滑走路増設事業（直轄）

東アジアの中心に位置する沖縄の優位性・潜
在力を生かすために必要不可欠なインフラづく
りであり、「強く自立した沖縄」の実現に向け
た起爆剤の役割を担っています。

国直轄ダムの管理（直轄）

　沖縄本島における直轄管理ダムは、現在９ダムを運用してい
て、ダム施設及びその周辺については、施設の維持管理を行う
とともに、老朽化した設備の補修などを計画的に行い、施設の
長寿命化を図っています。

治　水

一般国道３３０号　胡屋北交差点改良事
業（直轄）

一般国道３３０号　国道３３０号愛知
地区交通安全対策事業（直轄）

沖縄西海岸道路　一般国道
５８号　浦添北道路（直轄）

一般国道５８号　恩納南バイパス（直轄）

一般国道３２９号　与那原バイパス（直轄）

　恩納南バイパスは、本県有数のリゾート地である当地区の観
光シーズンにおける交通混雑の緩和及び沖縄自動車道へのアク
セス向上により沿道環境の改善、観光産業の支援を図ることを
目的とした道路です。

　一般国道５８号の宜野湾
市から浦添市間の交通混雑
の緩和と沿道環境の改善を
図ります。

道　路

　滑り止め舗装や、注意喚起対策を
実施し、事故低減を図るものです。

　胡屋北交差点において、交差点改良を
行い、事故低減を図るものです。

　主要地方道南風原知念線（南部東道路）は、沖縄本島南部地域における産業及び観光の振
興や医療支援等を目的とした事業です。

主要地方道　南風原知念線（南部東道路）　（補助）

　沖縄自動車道、南風原道路、豊見城東道路と一
体となって本島北部及び中南部から那覇空港間の
定時性、高速性を確保するとともに都市部の交通
混雑の緩和と沿道環境の改善を図ります。

　一般国道３２９号の与那原町周辺の交通
混雑の緩和と沿道環境の改善を図るととも
に、那覇市へのアクセス強化など幹線道路
網の形成を目的とする道路です。

那覇空港自動車道　一般国道５０６号　小禄道路
（直轄）



平良港国際クルーズ拠点整備事業 （直轄）
那覇港浦添ふ頭地区臨港道路
（浦添線）整備事業　（直轄）

竹富南航路整備事業（直轄）

　石垣島と周辺離島を結ぶ唯一の海上交通路である竹富南航路において、平成２３年度より
現行の竹富南航路（開発保全航路）の指定範囲の追加・拡幅及び航路の整備を推進していま
す。

港　湾

平良港漲水地区複合一貫輸送ターミナル改良
事業（直轄）

石垣港新港地区旅客船ターミナル整備事業
（直轄）

　平良港において、宮古圏域の安定的な海上
輸送の確保及び非効率な荷役形態の改善等に
対応するため、複合一貫輸送ターミナル改良
と合わせ岸壁の耐震化を行っています。

　国内外から大型旅客船が寄港する石垣港に
おいて、旅客船ターミナルを整備することに
より、安全・安心及び効率性を確保しつつ、
国際交流拠点としての機能向上を図ります。

　那覇港から中北部方面への臨港
交通機能を強化し、港湾物流の円
滑化を図るため、臨港道路（浦添
線）の整備を行います。

　国際クルーズ拠点の形成に伴う東アジア
を周遊するクルーズ船の寄港需要の増加に
対応するため、平良港漲水地区において、
港湾施設の整備を行う。

那覇空港国際線ターミナル地域再編事業（直轄）

　那覇空港の利便性向上のために、エプロン及びＧＳＥ置場の整
備等を実施します。

空　港

国営沖縄記念公園〔海洋博地
区〕（直轄）

国営沖縄記念公園〔首里城地
区〕　（直轄）

　海洋博覧会地区は、沖縄国際海
洋博覧会（昭和５０年）を記念す
る公園として、整備を進めていま
す。

　首里城地区は、首里城正殿等を
沖縄の復帰記念事業として、復
元、整備をします。

公　園

モノレール旭橋駅周辺地区第一種市街地再開発事業（補助）

　当該地区は、モノレールの開通により公共交通機関が結節する
都市の枢要な位置にあることから、歩行者空間の整備と公共交通
機関の利便性の向上や県都那覇の玄関口にふさわしい、都市空間
の形成を図ります。

住　宅

石垣港湾合同庁舎　施設整備事業（外壁改修等）（直轄）

　経年劣化が著しい石垣港湾合同庁舎を全面的に改修することで、
来庁者及び職員の安全性を確保し、適正な庁舎機能を維持するた
めに実施するものです。

官庁営繕



産業の振興

　水田フル活用の推進と経営所得安定対策

水田活用の直接支払交付金（交付金）

　食料自給率・自給力の向上を図るため、飼
料用米、麦、大豆など、戦略作物の本作化を
進めるとともに、地域の特色のある魅力的な
産品の産地づくりに向けた取組を支援するこ
とにより、水田のフル活用を図ります。

（交付先：飼料用米等を生産する農業者等）

経営所得安定対策（交付金）

　畑作物の直接支払交付金（ゲタ対策）及び
米・畑作物の収入減少影響緩和対策（ナラシ
対策）について、担い手（認定農業者、集落
営農、認定新規就農者）を対象とし、幅広い
担い手が参加できるよう規模要件を課さずに
実施します。

（交付先：認定農業者等）

　農業の競争力強化に向けて、農地
中間管理機構による担い手への農地
の集積・集約化を加速するため、区
画拡大や暗渠排水等の耕作条件の改
善を機動的に進めることを支援しま
す。

農地耕作条件改善事業（補助） 森林整備事業・治山事業（公共）（補助）

（交付先：農地中間管理機構等）　 （交付先：沖縄県等）

　強い農林水産業のための基盤づくり

農業農村整備事業（農業競争力強化基盤整
備事業）（補助）

農業農村整備事業（公共）
国営かんがい排水事業（直轄）
  伊江地区、宮古伊良部地区、石垣島地区

農業農村整備事業（農業水利施設
保全合理化事業）（補助）

　県による農業用水利施設整備及び
市町村等による管理省力化施設整備
するものです。

農業農村整備事業（農業競争力強化基盤整備事業
(草地畜産基盤整備事業)）（補助）

　草地造成・草地改良整備等の飼料生産基盤の整備と
農業用施設等の一体的な整備を行い、担い手農家の育
成、経営規模拡大及び地域畜産の活性化を図り、草地
に立脚した畜産主産地の形成に取り組むものです。

　国による地下ダム等の農業用水源の整備
（受益面積500ha以上）

　県による農業用水利施設整備及び農地整備
等を実施するものです。

（交付先：沖縄県）

（交付先：沖縄県） （交付先：沖縄県）

強い農業づくり交付金(交付金)

　国産農畜産物の安定供給のた
め、生産から流通までの強い農業
づくりに必要な共同利用施設の整
備等を支援します。

（交付先：都道府県等）

水産基盤整備事業(公共) （補助）

　消費・輸出の拡大に向けて、漁港の高度衛生管理対策
など安全で安定した水産物の供給体制の確立を推進する
とともに、自然災害に強く安全で安心な漁業地域の実現
に向けて、漁港施設の防災・減災対策を計画的に推進し
ます。

（交付先：沖縄県等）

　森林による二酸化炭素吸収量の確保に向け、施業の
集約化や低コスト化により森林整備を推進するほか、
間伐や路網整備、主伐後の再造林等を推進します。自
然災害に対する山地防災力の強化に向け、荒廃山地の
復旧整備を推進するほか、保安林の水土保全機能の強
化等による事前防災・減災対策を推進します。



国産花きイノベーション推進事業（補助）

　国産花きの国内シェアの向上と輸出の拡大を図るため、需要期にあわせた高品質な切り花
の低コスト安定供給体制の構築、植木・盆栽の生産体制の強化に必要な取組等を支援しま
す。

（交付先：民間団体等）

産地パワーアップ事業 （補助）

　水田・畑作・野菜・果樹等の産地が、
平場、中山間地域など、地域の営農戦略
として定めた「産地パワーアップ計画」
に基づき、意欲のある農業者等が高収益
な作物・栽培体系への転換を図るための
取組をすべての農作物を対象として総合
的に支援します。

（交付先：都道府県等）

次世代林業基盤づくり交付金（交付金）

　需要に応じた低コストで効率的な木材の生産・供
給、木材利用の拡大を実現するため、ＣＬＴ(直交
集成板）等を活用した木造公共建築物の整備等によ
り需要拡大を図るとともに、木材加工流通施設、苗
木生産施設等の整備、間伐材生産・路網整備などを
総合的に支援します。

（交付先：地方公共団体等）

新しい野菜産地づくり支援事業（補助）

　実需者ニーズに対応した野菜の生産拡大を実現す
るため、水田地帯において水稲から野菜への転換を
図り、実需者等の関係者と連携して取り組む新しい
野菜産地の育成を支援するとともに、加工・業務用
野菜の安定生産・安定供給に必要な土壌・土層改良
等の取組や、流通業者、実需者との連携による新た
な流通システムの導入実証等を支援します。

（交付先：農業者団体等）

次世代施設園芸の取組拡大（補助）

　次世代施設園芸の取組を拡大するた
め、次世代施設園芸への転換に必要な技
術について、習得のための実証・研修や
地域展開を支援するとともに、次世代型
大規模園芸施設の整備とその成果やノウ
ハウの分析・情報発信を支援します。

（交付先：生産者等）

　農林水産省の施策において、地域計画づくりへの女性参画の要件化や女性による事業活用
の促進等により、女性が能力を発揮し活躍できるよう支援します。

　地域の中心経営体等（重大な気象災害に
よる被災農業者を含む。）に対し農業用機
械等の導入を支援します。

（交付先：市町村）

担い手への金融支援事業（スーパーL資金の金
利負担軽減措置）（補助）

　スーパーL資金の金利負担軽減措置を実施し、
規模拡大等に意欲的に取り組む農業者を金融面か
ら強力に支援します。

（交付先：民間団体）

女性の活躍推進（補助）

経営体育成支援事業（補助）

　担い手への農地集積・集約化等による構造改革の推進

農地中間管理機構による農地の集積・集
約化（補助）

　農地の中間受け皿となる農地中間管理機
構による担い手への農地集積・集約化の加
速化を支援します。

（交付先：都道府県等）

農業人材力強化総合支援事業（補助）

　次世代を担う農業者を目指す者に対し、就農の
検討・準備段階から就農開始を経て経営を確立す
るまでを一連の流れとして、総合的に支援しま
す。

（交付先：都道府県等）



　畜産・酪農の競争力の強化

　畜産クラスター計画を策定した地
域の収益性向上等に必要な機械の導
入、施設整備、家畜導入等を支援し
ます。

　酪農家における労働負担軽減・省力化及び飼養管理
技術の高度化に資する機械・装置の導入を支援すると
ともに、モデル的に搾乳作業などを外部化する集合搾
乳施設の設置を支援します。

畜産・酪農収益力強化整備等特別
対策事業（補助）

酪農経営体生産性向上緊急対策事業（補助）

（交付先：(独)農畜産業振興機構等）（交付先：農業者集団等）

（交付先：民間団体） （交付先：民間団体）

　畜種ごとの特性に応じて、畜産・
酪農経営の安定を支援することによ
り、意欲ある生産者が経営を継続
し、その発展に取り組むことができ
る環境を整備します。

　輸入飼料原料に過度に依存した畜産から国内の飼料
生産基盤に立脚した畜産に転換するため、国産飼料の
一層の生産と着実な利用拡大、飼料生産の外部化や食
品残さ等の飼料利用の拡大の支援等により飼料自給率
の向上を図り、力強い畜産経営を確立します。

飼料増産総合対策事業（補助） 畜産・酪農経営安定対策（補助）

畜産経営体質強化資金対策事業【基金】（補助）

　畜産クラスター計画に位置づけられた中心的経営体又
は認定農業者のうち、酪農、肉用牛又は養豚経営を営む
者を対象に、既往負債の一括借換を行う新たな長期・低
利（貸付当初５年間は無利子）資金を措置し、資金の円
滑な融通が行われるよう都道府県農業信用基金協会に対
して支援を行います。
　また、乳用牛又は繁殖牛の計画的な増頭に必要な家畜
の購入・育成資金の借入れについて、都道府県農業信用
基金協会の債務保証に係る保証料を免除します。

（交付先：民間団体）

畜産・酪農生産力強化対策事業
（補助）

　畜産クラスター計画に基づき、
酪農経営における性判別受精卵・
精液を活用した優良な乳用種後継
雌牛の確保及び和牛主体の肉用牛
の生産拡大、和牛繁殖経営におけ
るＩＣＴ等の新技術を活用した繁
殖性の向上、優良な純粋種豚・精
液等の導入による種豚の生産能力
の向上等の取組を支援します。

（交付先：民間団体）

　農産水産物・食品の高付加価値化等の推進

薬用作物等地域特産作物産地
確立支援事業（補助）

　薬用作物等の産地形成の加速
化のため、産地固有の課題解決
に向けた取組や地域特産作物の
新たな需要拡大を図る取組を支
援します。

（交付先：民間団体等）

６次産業化等による農林水産物・食品の高付加価値化等
の推進（①出資・融資 ②交付金、補助）

　農山漁村の所得や雇用の増大を図るため、農林漁業成長産
業化ファンドの積極的活用や介護食品の取組を含めた医福食
農連携など多様な異業種との連携強化による６次産業化の取
組を支援します。
　主な内容は、①農林漁業成長産業化ファンドの積極的活用
（財投資金）、②６次産業化支援対策となっています。

（交付先：①(株)農林漁業成長産業化支援機構 ②都道府県等）

（交付先：民間団体等） （交付先：都道府県等）

　日本食・食文化の魅力発信と輸出の促進

　第３次食育推進基本計画に基づき、和食文化の
継承をはじめとした食育の推進を図るとともに、
地産地消の推進など国産農林水産物の消費拡大、
食品ロス削減に向けた取組等を推進します。

　「農林水産業の輸出力強化戦略」に基づ
き、ジャパン・ブランドの確立を目指す品
目別輸出団体の育成、産地間連携の促進、
輸出環境整備等を重点的に支援します。

食育の推進と国産農林水産物の消費拡大、食
品ロスの削減（委託、補助）

輸出に取り組む事業者向け対策事業
（補助）



　甘味資源作物生産者及び国内
産糖製造事業者の経営の安定並
びに砂糖の安定供給の確保を図
ります。

甘味資源作物生産支援対策
（補助）

　産地の戦略に基づく茶園の改植や整理等による生産体制の
強化、輸出拡大、新需要開拓等に向けた茶の生産・加工技術
の導入、コスト低減に資する生産・加工機械のリース導入等
を支援します。

茶支援関連対策（補助）

(交付先:(独)農畜産業振興機構等)（交付先：農業者等の組織する団体）

(交付先:(独)農畜産業振興機構) （交付先：（公財）中央果実協会等）

　品目別生産振興対策

　果樹農業振興基本方針に即し、農地中間管理機構による園地
整備や改植、高品質果実の供給力の維持・向上につながる産地
体制の整備、健康面等の消費者ニーズや流通・消費構造の変化
に対応した国産果実加工品の需要拡大等を推進します。

果樹支援関連対策（果樹農業好循環形成総合対策事業）
（補助）

野菜価格安定対策事業
（補助）

　野菜の生産･出荷の安定と
消費者への安定供給を図る
ため､野菜価格安定対策を的
確かつ円滑に実施します｡

　食品の安全・消費者の信頼確保

消費・安全対策交付金（交付金）

　地方の自主性の下、国産農畜水産物の安全性の向上、家畜の伝染性疾病や病害虫の発生予
防・まん延防止等を支援します。

（交付先：都道府県等）

　地域主導で再生可能エネルギーを供給する
取組等を推進し、そのメリットを地域に還元
させることを通じて、地域の農林漁業の発展
を促進します。

　野生鳥獣被害の深刻化・広域化に対応する
ため、地域関係者一体の被害対策の取組や施
設整備、ジビエ活用の推進、新技術の導入実
証等を支援します。

　人口減少社会における農山漁村の活性化

日本型直接支払（交付金）

　農業・農村の多面的機能の維持・発揮を図
るため、地域の共同活動、中山間地域等にお
ける農業生産活動、自然環境の保全に資する
農業生産活動を支援します。

（交付先：農業者等の組織する団体）

農山漁村振興交付金（交付金）

　農山漁村が持つ豊かな地域資源を活用した
観光・教育・福祉等の取組や農山漁村への定
住等を促進し、農山漁村の振興を図ります。

（交付先：地域協議会（市町村が参画）等）

再生可能エネルギー導入等の推進(補助) 鳥獣被害防止対策の推進（交付金）

（交付先：民間団体等） （交付先：地域協議会等）

　傾斜地などの条件不利地や鳥獣被害の増加、人口
減少・高齢化等、厳しい状況に置かれている中山間
地において、清らかな水、冷涼な気候、良好な景観
等の中山間地の特色を活かした多様な取組に対し、
各種支援事業における優先枠の設定や制度の拡充等
により後押しし、中山間地農業を元気にします。

　中山間地域において、収益性の高い農
産物の生産・販売等に本格的に取り組む
場合に策定する実践的な計画に基づき、
水田の畑地化等の基盤整備、生産･販売
等の施設整備等を総合的に支援します。

（交付先：都道府県等） （交付先：地方公共団体等）

中山間地域所得向上支援対策（交付
金）

中山間地農業ルネッサンス事業（交付金）



持続的な森林・林業経営対策（補助）
森林・林業人材育成対策（委託、
補助）

（交付先：民間団体等） （交付先：地域協議会等）

　林業の成長産業化・森林吸収源対策の推進

　森林の有する多面的機能
の発揮に向け、地域住民等
による森林の保全管理活動
等の取組を、市町村等の協
力を得て支援します。

　木材利用が低位な都市部の建築物等における木質化を推進す
るためのＣＬＴ等の製品・技術の開発・普及や、建築物・木製
品・木質バイオマスなど様々な分野での地域材利用の拡大によ
り、新たな木材需要を創出するとともに、これらの需要に応え
うる地域材の安定的・効率的な供給体制を構築します。

新たな木材需要創出総合プロジェクト（委託）
森林・山村多面的機能発
揮対策（交付金、委託）

（交付先：都道府県等）

森林病害虫等被害対策事業（委託、補助）

　森林病害虫等による被害対策として必要な取組を実施します。引き続き、東北地方等にお
いて、農林水産大臣の命令による防除対策等を推進します。

　施業の効率化を目指す技術開発等により、林業の技
術革新を推進するとともに、持続的な森林・林業経営
の実現に向け、特用林産物の生産を振興します。ま
た、林業者等の資金調達の円滑化等を推進します。

　｢緑の雇用｣事業を通じた新規就業
者の確保・育成等を行うとともに、
森林・林業に関する高度な知識・技
術を有する人材を育成します。

（交付先：民間団体等）（交付先：都道府県等）

　水産日本の復活

・漁業所得の向上を目指す「浜の活力再生プラ
ン」の着実な実行を支援するため、自らのプラン
の見直しを行う活動や、浜プランに基づく共同利
用施設の整備、水産資源の維持管理、漁港漁場の
機能高度化等の取組を支援します。
・人材の育成･確保等により､持続的な漁業生産構
造の確保や漁業活動を担う経営体の育成を行いま
す｡

浜の担い手・地域活性化対策（補助）

　漁業者等が行う水産業・漁村の多面的機
能を発揮するための活動を支援するととも
に、新規漁業就業者に重点を置いた離島の
漁業再生活動を支援します。
　また、特定有人国境離島地域において、
雇用機会の拡充を図るための取組を支援し
ます。

（交付先：民間団体等）（交付先：地域水産業再生委員会等）

水産多面的機能の発揮対策と離島漁業の
再生支援（交付金）

･水産物の輸出拡大目標を達成するため､
HACCP認定の促進､輸出証明書の申請手続の
電子化等を通じて､輸出環境の整備を推進
します｡
・国産水産物の消費拡大に向け、消費者
ニーズや産地情報の共有化、学校給食向け
加工品の開発等を支援します。

水産物の加工・流通・輸出対策（補助）
漁業経営安定対策と漁業構造改革の推進（補
助）

　国民への水産物の安定供給を確保するため､計
画的に資源管理に取り組む漁業者に対し､漁業収
入安定対策を実施するとともに､燃油･養殖用配合
飼料価格の高騰に備えるセーフティーネット事業
を組み合わせ､適切な資源管理と総合的な漁業経
営の安定を図ります｡

（交付先：全国漁業共済組合連合会等）　 （交付先：民間団体）



電気自動車・プラグインハイブリッド自動車の充電
インフラ整備事業費補助金（補助）

石油貯蔵施設立地対策等交付金（交付金）

（交付先：事業者等）

　新設・既設事業所における省エネルギー
設備の導入に必要な資金について指定金融
機関から融資を受けた場合、貸付け利息に
対して利子補給を行う。

　中堅・中小事業者等に対し省エネ・節電診断の実施、プ
ラットフォーム事業者によるきめ細かい省エネ相談、説明会
への講師派遣などを無料で実施し、さらにこれらの事業の成
果を様々な媒体で情報発信します。

省エネルギー設備投資に係る利子補給金
（補助）

中小企業等に対する省エネルギー診断事業費（補助・相談）

　省エネ・CO2排出削減に高い効果を持ち、市場の
拡大が期待される電気自動車及びプラグインハイ
ブリッ ド自動車の普及を促進するため、マンショ
ン、事業所、道の駅、高速道路SA・PA等の駐車場
への充電インフラの整備を加速します。

　石油貯蔵施設の周辺の地域における住民の福祉の
向上を図るため特に必要があると認められる公共用
の施設で、石油貯蔵施設の設置に伴って整備するこ
とが必要と認められるものの整備を図り、石油貯蔵
施設の設置の円滑化に資することを目的とする。

（交付先：沖縄県及び石油貯蔵施設立地・隣接市町村）

（交付先：民間企業等） （交付先：民間企業、地方公共団体等）

（交付先：民間団体等）

エネルギー対策・設
備投資等

（交付先：日本国内で事業活動を
営んでいる法人及び個人事業主）

（交付先：事業者、
住宅の建築主等）

　高性能建材の価額低減・普及加速のため、既築住
宅の省エネ化に資する高性能建材を用いた住宅の断
熱改修を支援します。

　ＺＥＢの実現・普及のためのガイドライン作成
等を目的に、ＺＥＢの構成要素となる高性能建
材・設備機器等を用いた実証を支援します。

ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ZEB）実証事業（補
助）

高性能建材による住宅の断熱リフォーム支援事業
（補助）

（交付先：個人・法人の所有者等）

ネット・ゼロ・エネルギー・ハウ
ス（ZEH）支援事業（補助）

　工場・事業場における、省エネ効果
の高い設備の入替を支援します。２９
年度は新たに「エネルギー原単位改
善」に資する取組や、省エネ効果が高
い設備単体の更新を支援するととも
に、複数事業者間でのエネルギー使用
量の削減の取組を重点的に支援しま
す。

　ＺＥＨの価額低減・普及加
速化のため、ＺＥＨの普及目
標を掲げたハウスメーカー等
（ＺＥＨビルダー）が設計・
建築・改築するＺＥＨの導入
を支援します。

エネルギー使用合理化等事業者支援
事業（補助)

金融相談・資金繰り
支援等

「経営改善・資金繰り相談窓口」の設置

　経営改善や資金繰り支援に関する中小企業支援策の紹介や相談対応
をしています。

　中小企業の皆様を、政府系金融
機関による融資、信用保証協会に
よる保証など、金融面で支援しま
す。

　「経営者保証に関するガイドライン」が公表され、経営者保証の弊
害を解消し、経営者による思い切った事業展開や早期事業再生等を支
援します。経営者保証に関する相談や資金調達を希望する方に専門家
等のご紹介を行っています。

中小企業・小規模事業者の資金
繰り支援

経営者保証に関するガイドラインの利用促進



新事業創出の 支援
等 　地域経済を活性化するため

地域を牽引している／できる
「地域中核企業」を創出し、
その成長を支援するもの。新
たな地域中核企業を創出・支
援し、地域産業の裾野拡大を
目指す。

(交付先：法認定事業者等)

戦略的基盤技術高度化支援事業(補助)

　中小企業のものづくり基盤技術の高度化に関する法律（以下「法」という。）に基づくデザイン開発、
精密加工、立体造形等の１２技術分野の向上につながる研究開発、その試作等の取組を支援することが目
的です。
　中小企業・小規模事業者が大学・公設試等の研究機関等と連携して行う、製品化につながる可能性の高
い研究開発、試作品開発等及び販路開拓への取組を一貫して支援します。

(交付先：中小企業による地域産業資源を活用した事業活動の促進関する法

律第6条第1項に基づく地域産業資源活用事業計画(開発･生産型)の認定を受

けた同法第2条第1項に規定する中小企業者　等)

（交付先：中小企業等経営強化法第10条第1

項に基づく異分野連携新事業分野開拓計画の

認定を受けた者）

小規模事業者地域力活用新事業全国展開支援事業
（補助）

ふるさと名物応援事業（低未利用資源活用等農商
工等連携支援事業）（補助）

　地域ヘルスケア産業協議会と連携
し、ヘルスケアサービスの創出のた
め、地域課題を踏まえた生活習慣病
予防や地域包括ケアシステムの構築
に関する取組と連携した事業を支援
します。

①創業費用の1／2を補助します。
②事業承継を契機として経営革新、事業転換にかかる設備投資・販
路拡大・既存事業の廃業等に必要な経費の2／3を補助します。
③産業競争力強化法に基づき、市区町村と連携する創業支援事業者
による、経営相談やセミナーの開催などの取組を支援します。

健康寿命延伸産業創出推進事業
（地域の実情に応じたビジネスモデ
ル確立支援事業）(補助)

創業・事業承継支援事業（補助）

(交付先：創業者等) (交付先：民間企業等)

　地域の優れた資源（農林水産物又は鉱工業品、鉱工業品の生産
に係る技術、観光資源）を活用した新商品・新サービスの開発や
販路開拓に取り組む中小企業者に対し、市場調査、研究開発に係
る調査分析、新商品・新役務の開発（試作、研究開発、評価等を
含む）、展示会等の開催又は展示会等への出展、知的財産に係る
調査等の事業を支援します。

　中小企業者が、産学官で連携し、ま
た異業種分野の事業者との連携を通じ
て行う新しいサービスモデルの開発等
のうち、サービス産業の競争力強化に
資すると認められる事業を支援しま
す。

商業・サービス競争力強化連携支援
事業（新連携支援事業）（補助）

ふるさと名物応援事業（地域産業資源活用事業）（補助）

　中小企業者と農林漁業者とが有機的に連携し、
それぞれの経営資源を有効に活用して行う新商
品・新役務の開発、需要の開拓等を行う事業を支
援します。

(交付先：中小企業者と農林漁業者との連携による事業活動

の促進に関する法律第4条第1項に基づく「農商工等連携事

業計画」の認定を受けた者　等)

　商工会・商工会議所等が地域の小規模事業者と連
携して行う特産品開発・販路開拓や観光集客の取組
等、複数の事業者の売上増大につながる取組を支援
します。

(交付先：商工会、商工会議所、沖縄県商工会連合会)

　国際的な経済社会情勢の変化に対応
し、足腰の強い経済を構築するため、
経営力向上に資する革新的サービス開
発・試作品開発・生産プロセスの改善
を行うための中小企業・小規模事業者
の設備投資等の一部を支援します。

革新的ものづくり・商業・サービス開発
支援事業　（補助）

地域中核企業創出・支援事業
（委託）

(交付先：中小企業・小規模事業者) (委託先：民間団体等)



商店街活性化支
援等 【地域商業自立促進事業】

　商店街等における「地域資源活用」、「外国人対応」、「少子高齢化対
応」、「地域交流」、「構造改善」、「新陳代謝」の分野に係る、新たな
取組を支援します。
　　（交付先：①商店街組織、②商店街組織と民間事業者の連携体）

【中心市街地再興戦略事業】
　中心市街地の活性化に資する調査、先導的・実証的な商業施設等の整備
及び専門人材の招聘に対して重点的支援を行うことにより、まちなかの商
機能の活性化・維持を図り、市町村が目指す「コンパクトでにぎわいあふ
れるまちづくり」を推進します。

地域・まちなか商業活性化支援事業（補助）

（交付先：民間事業者　等）

(交付先：国指定伝統的工芸品の製造協同組合等)

伝統的工芸品産
業支援 　「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」の規定に基づき、各産地の伝

統的工芸品の原材料確保対策事業、若手後継者の創出育成事業、観光など
異分野との連携や他産地との連携事業、国内外の大消費地での需要開拓事
業などに対して支援を行う。

伝統的工芸品産業支援補助金（補助）

海外展開支援等
　新規に海外市場に活路を見いだ
そうとする中小企業・小規模事業
者を中心に、事業計画策定から海
外販路開拓、現地進出、進出後の
課題や事業再編の対応まで、一貫
して戦略的に支援します。

　「ふるさと名物」などの地域産品が
持つ素材や技術等の強みを活かし、ブ
ランドコンセプトの確立に向けた戦略
の策定並びに海外販路開拓に向けたブ
ランド確立のため、新商品開発や海外
展示会出展等のプロジェクトを支援し
ます。

中小企業・小規模事業者海外展
開戦略支援事業（補助）

ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業(補助)

（交付先：中小企業者等） （交付先：商工会議所及び商工会等）



（交付先：日本船舶・船員確保計画の認定を受けた海事事業者）

若年内航船員確保推進事業 （直轄）

　安定的な国内海上輸送の確保を図るため、海事思想の普及、啓発活動及び海事産業の人材の確保･育
成に関する取組を実施し、若年層の内航船員の確保を推進します。

平成29年度地域交通グリーン化に向けた次世代環境対応車普及促進事業（低公害車普及促進対
策費補助金）　（補助）

　昨年度まで「地域交通グリーン化事業」及び「環境対応車普及促進事業」に分けていたが、今年度
より「地域交通グリーン化に向けた次世代環境対応車普及促進事業」に一本化し、「事業Ⅰ（三大都
市や観光地等において燃料電池バス等の導入を誘発・促進する地域・事業者間連携等による先駆的事
業に要する経費の一部支援する事業）」、「事業Ⅱ（電気タクシー等を自動車運送事業に導入する事
業に要する経費の一部支援する事業）」、「事業Ⅲ（優良ハイブリッド自動車等を自動車運送事業に
導入する事業に要する経費の一部を、国が、地方公共団体等と協調して支援する事業）」に分類され
ました。

（交付先：自動車運送事業者等）

船員計画雇用促進等事業（補助）

　内航船員の著しい高齢化等に対応するため、海上運送法に基づき、認定を受けた日本船舶・船員確
保計画に従って、内航船員を雇用し、訓練する海事事業者に対し、助成金を支給します。

　地域の観光資源を世界に通用するレベルまで磨き上げるため、それを活かした地域づくりと、観光
振興のための施策を一体的に支援します。あわせて観光地経営の中心となる人材の育成に対しても支
援を行います。

地域公共交通確保維持改善事業（補助）

　生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特性・実情に最適な移動手段が提供さ
れ、また、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの導入等移動に当たっての様々な障害（バリ
ア）の解消等がされるよう、地域公共交通の確保・維持・改善を支援します。

（交付先：協議会における議論を経た生活交通ネットワーク計画に事業実施予定者として定められた交通事業者等）

モーダルシフト等推進事業（補助）

　荷主企業及び物流事業者等物流に係る関係者によって構成される協議会が実施するモーダルシフト
等の取組みを支援することにより、二酸化炭素排出原単位の小さい輸送手段への転換を図るモーダル
シフトを推進するとともに、温室効果ガスの排出削減、流通業務の省力化による持続可能な物流体系
の構築を図ります。

（交付先：荷主企業及び貨物運送事業者等）

平成29年度事故防止対策支援推進事業（自動車事故対策費補助金）（補助）

　運転者の健康状態に起因する事故対策等を強化すべく、先進安全自動車(ASV)の導入を支援するとと
もに、過労運転防止に資する機器等の普及を促進します。

（交付先：自動車運送事業者等）

地域資源を活用した観光地魅力創出事業（直轄）

ビジットジャパンの推進、運輸業

平成29年度ビジットジャパン地方連携事業（直轄）

　一般財団法人沖縄観光コンベンションビューロー及び公益財団法人東京観光財団と連携し、欧米豪
市場において、プロモーションなどの誘客促進事業を実施します。

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（直轄）

　訪日外国人の入国から、目的地までの移動、観光地での交流・体験、宿泊施設での滞在まで、面的
に受入環境整備を支援します。



その他

編集発行：内閣府沖縄総合事務局総務部調査企画課
〒900-0006 沖縄県那覇市おもろまち2－1－1 那覇第2地方合同庁舎2号館

（電話：０９８－８６６－００４７）

　地方公共団体が実施する事業（学校や病院の建設、上・下水道等の生活関連施設の整備
等）に対して、財政融資資金の貸付を行っております。

金融知識の普及

　金融経済教育や、振り込め詐欺などの金融犯罪の被害の防止を図るために、沖縄県内の学
校や企業、団体等に講師を派遣する「出前講座」を実施し、金融知識の普及に努めていま
す。

国有財産関係

　国民共有の国有財産を公共の利益の増進等に必要な場合、優先的に地方公共団体に売り払
い等を行い、国有財産による地域連携・地域貢献を図っています。

　台風や大雨等による自然災害が発生した場合、国庫補助の対象となる災害復旧事業につい
ては、国土交通省、農林水産省等の主務省が行う災害査定に、財政を主管する財務省の立場
から財務部が立ち会って事業費を決定することになっています。

財政融資資金の貸付

消費税転嫁対策の取組

　消費税の転嫁拒否等の行為に対し、迅速かつ厳正に対処するとともに、その未然防止のた
めの周知活動に取り組んでいます。

市町村支援事業（直轄）

　駐留軍用地又は返還跡地の利用の実現に向けた主体的な取組を行っている市町村に対し、
アドバイザーやプロジェクトマネージャーの派遣、各種会議等の開催など柔軟な支援方策を
展開しています。

・沖縄北部連携促進特別振興事業費（非公共）
・沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業推進費（公共）（補助）

　県土の均衡ある発展を図る観点から、北部地域における連携促進と自立的発展の条件整備
として、産業の振興や定住条件の整備などに資する振興事業（非公共及び公共）を推進しま
す。

（交付先：沖縄県等）

予算執行調査

　予算執行調査とは、予算査定担当者等が事業の現場に赴き、実際に予算が効率的かつ効果
的に執行されているかを調査し、その調査結果を予算編成等に反映させる取組みです。

災害復旧事業


